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両国限界費用が可変的な条件のもとでの

　外国輸出補助金政策と自国の対抗措置

1
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林　原　正　之

　WTO（世界貿易機関）においては鉱工業品に関する輸出補助金政策は貿易歪曲効果が高いとして

原則的に禁止されており，さらに輸入国は一定の手続きに従って相殺関税の賦課等の対抗措置を認

められている。

　本稿では不完全競争市場を想定した「戦略的貿易政策」論の枠組みを用いて，輸出国（外国）政

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2）府による輸出補助金政策と，輸入国（自国）政府による関税および生産補助金を用いた対抗措置を

考察する。クールノー競争のケースで，自国政府が不介入の場合あるいは自国政府が介入をしても

両国政府の政策が同時手番の場合には，外国政策の最適水準は輸出補助金となる。ところが，

Collie（1991）,Collie（1994）,およびDixit （1988）などの分析は，外生的に所与の手番順序を想定

し，自国市場での寡占（複占）競争モデルで，貿易政策の多段階ゲームの分析を以下のように定式

化する。すなわち，第1段階で先導者としての外国政府による輸出補助金の実行，第2段階で追随

者としての自国政府による最適政策（生産補助金と関税）,あるいは関税政策による対応，第3段階

では両国企業の競争，といった構造を想定し，外国の輸出補助金に対抗する自国（輸入国）政策の

効果を分析する。そのとき得られている主要な結果は以下のとおりである。

　（1）外国輸出補助金の外生的な上昇への自国政府の最適な対応は，関税の部分的引き上げと生

産補助金の引き下げである（Dixit （1988））。（2）もし自国が最適政策あるいは関税政策で対応す

るときには，外国輸出補助金の外生的な上昇が自国厚生水準を高める（Collie （1991））。また，（3）

Collie（1991）は，同質財クールノー寡占のケースで，第1に自国政府が生産補助金と関税を利用

して対応するとき，逆需要関数が線型なら外国輸出補助金の最適水準はゼロ，逆需要関数が非線型

ならそれが正であることを示した。第2に自国が関税のみで対応する場合には外国の最適水準は輸

出課税となることも示している。さらに（4）Collie （1994）は，両財の市場規模・需要関数の傾

斜が等しい対称的需要構造の差別化財クールノー寡占のケースでは，自国政府が生産補助金と関税

あるいは関税のみを利用して対応するなら，外国政策の最適水準は輸出課税となることを示してい

る。

　これらの結果で特に（3）および（4）を注視しよう。クールノー競争のケースで自国政府が不

介入の場合あるいは自国政府が介入をしても両国の政策が同時手番の場合には，外国政策の最適水

準は輸出補助金である。ところが上記の貢献では，自国政府が関税や生産補助金による対抗措置を

1）

2）

例えば『不公正貿易報告書』（2002年版）を参照。

以下では関税のみの政策と区別して最適政策とよぶ。
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採用し，しかもその対抗措置を予め読み込んだ場合の外国の政策水準が，多くのケースで輸出補助

金とはならない結果が示された。このことは第2段階における自国の対抗措置の存在が，第1段階

で外国の輸出補助金を思い留まらせる上で効果的な作用を有するのではないかとの推測を可能とさ

せることになる。

　これに対して, Qiu （1995）は輸出補助金と輸入国の相殺関税の併存の事実を強調する。　その上

で多数期間モデルを構築し，外国の輸出補助金が実行される有限期間を，輸入国の対抗措置が実施

される以前の期間とそれが実施される期間に分割する。そして輸入国による対抗措置実施の遅れ，

許容される対抗措置への上限の存在，輸出自主規制（voluntary export restraints）が可能な場合な

どでは，自国の対抗措置の効果は減殺され，外国の輸出補助金と輸入国の相殺関税の併存の状況が

説明可能であるとした。さらに規模の経済が輸出補助金の可能性を増すとも示唆している。

　本稿ではCollie （1991）などのように，自国政府による関税や生産補助金による対抗措置が時間

的な遅れを伴うことなく採用され，しかもそれを予め読み込んで外国政府が輸出への介入政策を実

行すると想定する。ただし相違点は，両国企業の限界費用が可変的である場合を含める。このとき

得られた主要な結果は以下のとおりである。自国政府の政策水準は生産補助金と関税となるが，外

国政策の符号は両国企業の限界費用関数の傾斜に依存する。すなわち自国企業の限界費用関数の傾

斜をCr2，外国企業の限界費用関数の傾斜をCyt,自国の線型の逆需要関数の傾斜をーbとするとき，

もし（咄十C岫b十Cj2ら2＜Oならば外国は輸出補助金政策を，逆に（咄十ら2）か十Cx2ら2＞0のとき外

岡は輸出課税政策を実行する。さらに（咄十C丿b十C,2ら2＝0のとき外国の輸出補助金はゼロとな

り，両国企業の限界費用が共に一定のケースはこの最後の場合に含まれる。以上の条件は経済的に

は以下のように換言可能である。もし外国輸出補助金の上昇が生産補助金と関税の合計で定義され

た自図の「総保護水準」を低下させるなら実際輸出補助金が最適であり，これは少なくとも1企業

の限界費用が逓減的な場合には生じ得る。逆にもし輸出補助金の上昇が「総保護水準」を上昇させ

るなら輸出課税が最適となる。さらにもし輸出補助金の上昇が「総保護水準」を変化させないとき，

輸出補助金の水準はゼロとなる。両国企業の限界費用が一定のケースはこの最後の場合に含まれる

例である。以］二より通常の限界費用一定の仮定を緩めると，外国輸出補助金と自国生産補助金・関

税の併存となる場合を示すことができる。

　本稿の構成は以下のとおりである。第2節で生産，国民厚生に関する基本モデルを提示し，第3

節では基準としての自由貿易均衡を，第4節では主要な部分である外国先導者均衡を考察する。最

後に，第5節は要約に利用される。

2　基本モデル

　自国I企業と外国1企業を対象とする。　自国の国内（輸入）市場は両企業が完全代替財を提供す

るクールノー複占形態での不完全競争市場である。他方外国では当該財の消費は無く，自国企業は

当該財を輸出しない，と想定する。自国政府は自国厚生水準を最大化する目的で，輸入に関税を課

したり自国企業に生産補助金を供与する。他方外国政府は外国厚生水準を最大化する目的で輸出補

3）なお蛇足ながら限界費用の一定・可変と規模の経済の関係を見ておこう。規模の経済はたとえ限界費

　用が一定であっても，例えば固定費用の存在により発生し得る。しかし単純化のため本稿では固定費用

　を度外視して限界費用が逓増する場合は規模に関する収穫逓減が，限界費用が逓減する場合は規模に関

　する収税逓増が対応している。しかし固定費用の存在を許容するとこの単純な対応関係は失われる。
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助金（課税）を利用する。多段階ゲームとして考察し，意思決定・実行の順序は以下のとおりであ

る。

　　第1段階：外国政府の輸出補助金（課税）政策の実行

　　第2段階：自国政府の生産補助金・関税政策（あるいは関税政策）の実行

　　第3段階：両国企業のクールノー複占競争

均衡は部分ゲーム完全均衡であり，後段階から解く。

2.1　需　　要

　自国家計（消費者）は自匡1企業の生産する財を%，外国企業の生産する財をy.および競争的に

生産される価値尺度財をZだけ消費可能として，その効用関数を

び(x十y, z)＝a(ズ十y)
b{x十y)

- ＋z （1）

とする。　この係数に関して0 ＜aおよび0＜bと仮定する。家計の効用最大化の1階条件より，財

に対する逆需要関数

P＝a－bi%十y）

が得られる，

{P(.x十y}十z}

（2）

ここでPは自国市場での生産物価格を表示する。自国の消費者余剰をcs ＝uー

と定義して，代入によりCS ＝&(ズ＋y)/2＞Qが成り立つ。

2｡2　生産・供給

　両国政府による政策水準である従量的な生産補助金s・関税乙および輸出補助金むの水準を所与

として，ゲームの第3段階における企業の利潤最大化行動を考察する。自匡|企業，外国企業の粗利

潤はそれぞれ

π＝Pを－TC,十sx, and　　7t＊＝Py－TCy一印十砂

であり，ここでTらは各企業の総費用を表示している。各企業の総費用関数を，それぞれ

TCエ＝c,a十等が，

TCy ＝ら汐十訃2

and　　MCχ＝Cxl十C逗X

and　　MCy ＝Cyl十ら汐

（3）

と特定化する。このとき対応して訂らは各国企業の限界費用を表示している。クールノー競争の

もとでの自国企業の利潤最大化の1階条件（反応関数）は，

dx一MC,十s－6x
＝0

であり，外国企業のそれは



－リ―

①
゜^一MCy一乙十召一価
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と得られる。

　両企業の反応関数を連立して生産量に関して解くことにより，クールノー均衡供給量

^(,，,,,）＝^－2£^十Cyl＋2S十t一e)b十(α‾Cxl十S)ら2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　炳

y(s, t。.)゛(十Cii‾2らi‾s‾2£＋2召)＆十(α‾らi‾乙十召)Cx2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　£,

を得る。ここで, 仙＝3が＋2わ(c,2十らd十Cx2ら2と表示する。よって

φ2b+ﾋﾞ
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（4）

（5）

（6）

ならば, 炳＞Oが成立する。なおこのモデルの想定のもとでは，各企業の粗利潤とその生産量との

即こ

π＝(b十等)分，　　and　　7こ＊＝(わ十等)f

の関連が存在している。

　各政策変数による比較静学効果を示しておこう。第1に，自国生産補助金に関して

∂>x ＿2b-卜ら2

一一一∂S　　刀o

血エ

∂S

＆
∂？

-＝
∂S

が成立する。第2に，関税による効果は

亘ｴ
＆

訪十Cx2
一
括

∂P

-∂£

　(トC丿b

－-

(b十c,2)＆
-

（7）

∂X

－
∂Z

となる。

＆

－
几

2.3　厚生水準と政策反応関数

　両国の厚生水準を定義して，クールノー競争での生産量および価格を代入し，各政府の政策反応

関数を求める。第1に，自国厚生SW （総余剰）は消費者余剰，企業の粗利潤および純税収の同一

ウェイトによる合計であると定義し，クールノー生産量を代入して，すなわち

sw＝cs十π一匹十ty＝SW(s, t,e)

として，自国政府は生産補助金と関税を利用して自国厚生水準を最大化する。政策変数による偏導

関数は，
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＝(P一MO脊十乙留一y旦回し亘-

皿

(2b＋3c,2)b

　2(b十C.2)
くCyl

居っ

(林原　正之)
-

（8）

（9）

(10)

巾）

(12)

(13)

びｰ

∂sw

-
∂S

および

となる。比較静学の結果を利用して代入し，これらをゼロとおき連立してSおよび川こ関して解く

と，自国政府の反応関数である

s(e) ＝

,(○＝(伝‾ら十〇cx2十(Cll‾ら十e)b)(b十らz)

　　　　　　　　　　　　　皿

を得る。ここで最大化の2階条件より, 皿＝2が十(3c,2＋2ら2)か＋2caら2＞0の成立が必要である。

よって

φi(Cx2)＝

ならば, 扁＞0である。自国の政策反応関数を両国企業のクールノー生産量および自国市場の価格

に代入すると

χ(s(e),t(e),e)＝(~十らi‾゛)わ＋2(a‾Cxi)ら2
　　　　　　　　　　　　　　　　　皿

v(s(め,㈲,功＝“ら十召)cx2十(Cxl‾らl十e)b
　　　　　　　　　　　　　　　　　皿

および

P(.)=訂C,(.)=c.,十Cx2X(.)

　　　　　　　4）となるので，

　　s(e)＝既(｡),　　and　　t(e) ＝(b十らz)y(｡)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(14)

の関係が成立する。よってもし自国がその政策反応関数上に位置するならば，両国企業の生産(供

給)水準が正となる内点解の場合には，自国の政策水準は生産補助金および関税となる。この符号

に関しては限界費用一定の場合と同一である。このとき自国市場での価格と限界費用とが一致する

ことも明らかである。さらにこれらを輸出補助金で全微分した値も得られる。特に

4)このように以下では(s(e),i(e),e)を(.)と簡略して表示する場合かおる。



-

i6 ｰ

ds（e)　　が勺ﾄﾞﾆ‾足<0

追手門経済・経営研究

de

十G万万か十ら2)＞0

No. 10

が成立する。すなわち外国輸出補助金の上昇に対して，自国政府は生産補助金を引き下げると共に

関税を上昇させて対応することになる。もし両国企業の限界費用が一定なら, ds(e)/de=-l/2,お

よびdt(e)/de ＝1/2である。

　第2に，外国の厚生水準は企業の粗利潤および純税収の同一ウェイトによる合計であると定義し，

クールノー生産量を代入して

SW＊＝7r＊一eyニSW＊(s，t, e) (15)

となり，外国政府は輸出補助金を利用してその厚生水準を最大化する。同様にして政策変数列こよ

る偏導関数は

(p-t一MCy)昔十y器

{(a＋cχi－ s－2t)b十(α－らiう)cx2畑^

　　炳

戸＝(卜ら2)ソ， and　　es＝て云ﾌﾞﾃﾞこ石て丿

(16)

(17)

(18)

(19)

∂sw＊

-
∂召

である。これをゼロとおき削こ関して解くと，その政策反応関数は

e(s, 0

となり，最大化の2階条件よ剔D,={2が十Cx2ら2 ＋2(咄十C,2川(2b十Ca)＞0の成立することが必

要である。このため

　　　　　　　　　2(b十0x2)わ
　　　φ2^2)ニ‾　訪十Cr2　＜ら2

ならば, 炳＞0である。さらにこのe(s, t)を外国生産量に代人すると

e(s, t卜‾面言二丿(s, t，e(s,t))

の関係を得ることができる。すなわち外国政策反応関数上では，政策水準は輸出補助金となる。

　以上で得られた両国政府の政策反応関数を連立し政策水準に関して解くと，同時政策均衡解が得

られる。すなわち

が＝蝕s

の関係を満たす。 superscript Sは同時政策均衡の変数であることを表示する。内点解を想定する

と，可変的限界費用のもとでも，同時政策均衡では自国生産補助金・関税，外国輸出補助金といっ

た政策の組み合わせとなる。
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3　自由貿易均衡FT

両国が不介入の自由貿易均衡を示そう。s ＝O,t=O,e＝0を代入して，自国生産量は

　^T＿(α‾2cxi十らl)わ十(a‾C:,)ら2
χ　－　　　　　　　　几

であり，自国企業の生産水準が正となるためには

α－2cxi十らI＞0

ワ

が必要となる。　ここでsuperscript FTは自由貿易均衡の変数であることを表示する。なお自国生

産量が正となるためには

好一一血づ塗辻CいbくCyt
　　　　α－Cxi

でなければならない。また外国生産量（供給量）は

ｿﾞr
-Do

であり，これが正となるためには

dS＝一万仁燧良二2Cy立瓦くCx2

　　　　　a－Cyx

が十分条件である。

)Crt

4　外国先導者均衡F

　このケースは相手国のダンピングや輸出補助金の結果，国内産業に被害が明らかな場合に対抗措

置としての反ダンピング課税や相殺関税が許容される場合として複占・寡占市場をも対象として分

析されてきた。

　第2段階での白rs政府の対応（反応関数）やそれらを代入した生産鼠　価格は既に得られている

ものを利用する。

　第1に外国輸出補助金の外生的上昇への自国政府の対応をみる。外国輸出補助金の外生的上昇に

対する自国の最適対応は，生産補助金の引き下げと関税上昇であった。この符号は限界費用一定の

ケースと同一である。

　第2に外国輸出補助金の外生的変化の自国厚生水準への影響を見よう。自国厚生水準をaで全微

分し，先の比較静学の結果を代入すると

5）例えばDixit （1988）, Collie（1991）などを参照。
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^^^乙'＝(P(,)-MC.(.)ト令とよ-(.){^よ-jjﾃﾞL}十'≪?よ=y(.)
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(20)

を得る。よって外国が先導者として政策を実行し，それに対して自国が最適政策で対応するなら，

外国輸出補助金の外生的上昇は自国厚生水準を上昇させる6)。

　第1段階での外国政府の最適水準に関してはdSW＊(｡)/de = Oを削こ関して解くことにより，先

導者としての外国の最適水準が得られる。この値を自国生産補助金，関税に代入して自国の政策水

準の最終的な値が決まる。以下この過程を具体的に示す。外国厚生水準をeで全微分すると

{P(.)一封ら(,)-t(e)}^公十y(.){て2ﾚと一旦りjy}

{fc2十 か十CxiC y(.)十(b十Cxi知

2が十(3c,2＋2ら2)わ＋2c,2ら2

)が十(3α－4ら十

(b十Cn)仙

ド＝(b十ら2)ダ＞0

＼)bc逗
よ3(α‾c,i)(&十ca)ら陥
l　　(b十c,2)仙

(23)

(24)

dSW＊(.)

　　面

よって

dSW＊(.)

　　励

となり，さらに代人した結果をゼロとおくことにより外国輸出補助金の水準が

　　6"'=一心(回回診十C岫b十Cxlら'l}　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(21)

と求まる。 superscript Fは外国が政策先導者均衡の変数であることを表示する。　さらに2階条件

より, 仙＝lが十(iC,2＋3ら2)&＋3c,2らi＞0の成立が必要である。よって

　　φ2 (? +2ごぐくらl　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(22)

　　　　　　　　　J)ならば, 扁＞である。代入により自国政策水準は生産補助金の水準が

s"
(2α－3Cri十

であり，関税水準は

　　ドー{fcl　ら1顛十(“‾らi)Cx2}(b十らi)
　　　　　　　　　　　£,　　　　‾

と定まり，さらに生産量と自国の政策変数との間の関連である

ダ＝ぜ＞0，

より各生産量の水準を得ることが可能である。また自国市場で生産物価格は自国企業の限界費用と

一致する，すなわちp''＝MC';となる。以上より内点解のもとでは，自国政策水準は生産補助金と

6）

7）

限界費用一定の場合に関してはCollie (1991)p. 316を参照。

φ.lfc2)－φ;fc2)＞0，i = 0, 1, 2であるため, 皿＞0ならば扁＞0が成立している。
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関税となる。他方外国介入政策の最適水準が輸出補助金か課税かは，限界費用関数の傾斜に依存し

ている。すなわち

　F＿＿(Cx2十ら2)&十Cl2 ら2 p　－ノ

となる。以上を要約すると次の結果を得ることができる。

(26)

　[命題1]政策ゲームの第1段階で外国政府は先導者として輸出介入政策を実行し，第2段階で

は追随者としての自国政府により生産補助金・関税による対応がなされるとしよう。第3段階で自

国市場では可変的限界費用のもとで，両国企業のクールノー競争が行われている。このとき部分

ゲーム完全均衡の政策水準は，もし(C.2十ら2)&十Cj2ら2＜0ならば外国は輸出補助金政策を実行し，

逆にfcz十ら2)ろ十ら2ら2＞0のとき外国は輸出課税政策を実行する。これらに対して自国は生産補助

金・関税政策により対抗措置をとる。

　外国の政策水準が輸出補助金となるか，課税となるかの要囚を考察しよう。輸出補助金が自国の

生産補助金と関税の両者の和に与える効果を求めると，その結果は

　　d（s（e)十t（e)）＿fcz十ら2）わ十ら2ら2

　　　　　　　　　－　　　　　de　　　　　　　　　Dχ

となり，自国の「総保護水準」への影響と考えることができる。この変化の背景で外国輸出補助金

の上昇は1:方では自国の生産補助金を引き下げるが，他方で関税を上昇させる効果を有していた。

もし両国企業の限界費用が一定ならこれら2つの効果はちょうど相殺されて，外国の最適政策水準

はゼロとなる。しかし少なくとも1企業の限界費用が一定でないならばこの「総保護水準」への影

響は必ずしもゼロとはならない。もし外国輸出補助金の上昇が自国の「総保護水準」を引き下げる

効果を有するならば，実際外国の最適政策水準は補助金の実行である。逆にもし外国の輸出補助金

の上昇が自国の「総保護水準」を引き上げる効果を有するならば，外国は輸出課税政策を実行する

のが望ましいのである。さらにもし輸出補助金の上昇が「総保護水準」を変化させないとき，輸出

補助金の最適水準はゼロとなる。両国企業の限界費用が一定のケースはこの最後の場合に含まれる。

他方いずれの場合もこれらへの自国の対抗措置は生産補助金・関税政策である。このように通常の

限界費用一定の仮定を緩めると，外国輸出補助金と自国生産補助金・関税の併存となる場合が示さ

れた。

　なおこの「総保護水準」の考えはCollie （1991）p. 315から示唆を得たものである。ただし

Collie（1991）の分析は限界費用は一定であるが両国企業が多数である寡占のケースを扱っており，

線型の需要関数のもとでは外国の最適補助金水準はゼロとなる。もし外国政策水準と「総保護水

準」の変化を関連づけるとすれば，寡占の場合には各国企業数で調整した「総保護水準」の変化と

関連づける必要がある。　自国企業数をW;,,外国企業数を町とすると，「総保護水準」をw;,s（e) ＋

ぴ（e)と定義すればよい。このように定義するならば，輸出補助金の上昇はこの「総保護水準」に

影響を与えず, d（ぬS（e）＋砂（e））/de＝0となり，外国輸出補助金の最適水準はゼロであることに

対応する。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　5　結論と要約

　不完全競争市場を想定した「戦略的貿易政策」論の枠組みで，輸出国である外国政府による輸出

補助金政策と輸入国である自国政府による関税および生産補助金を用いた対抗措置を考察した。自

国政府が不介入の場合あるいは自国政府が介入をしても両国政府の政策が同時手番の場合には，外

国政策の最適水準は輸出補助金となる。ところが, Collie（1991）,Collie（1994）,およびDixit

（1988）などの分析は，外生的に所与の手番順序を想定し，自国市場での寡占（複占）競争モデルで，

貿易政策の多段階ゲームの分析を以下のように定式化した。すなわち，第1段階：外国政府による

輸出補助金の実行，第2段階：自国政府による最適政策あるいは関税政策による対応，第3段階：

両国企業のクールノー競争の構造を想定して，外国の輸出補助金に対抗する白国（輸入国）政策の

効果を分析する。そこで得られている主要な結果から，第2段階における自国の対抗措置の存在が，

第1段階で外国の輸出補助金を思い留まらせる上で効果的な作用を有するのではないかとの推測を

可能とさせることになる。　これに対して, Qiu （1995）は輸出補助金と輸入国の相殺関税の併存の

事実を強調している。そこで本稿ではCollie （1991）などの想定のもとで，両国企業の限界費用が

可変的な場合の影響を分析した。得られた結果は以下のようなものである。もし外国輸出補助金の

上昇が生産補助金と関税の合計で定義された自国の「総保護水準」を低下させるなら実際外国に

とっては輸出補助金が最適であり，これは少なくとも1企業の限界費用が逓減的な場合には生じ得

る。逆にもし輸出補助金の上昇が「総保護水準」を上昇させるなら輸出課税が最適となる。さらに

もし輸出補助金の上昇が「総保護水準」を変化させないとき，輸出補助金の水準はゼロとなる。両

国企業の限界費用が一定のケースはこの最後の場合に含まれる。他方いずれの場合もこれらへ白国

の対抗措置は生産補助金・関税政策である。以上より通常の限界費用一定の仮定を緩めると，外国

輸出補助金と自国生産補助金・関税の併存となる場合が示された。
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A. 1　存在条件

　第3段階で両国企業のクールノー生産水準が正であるためにはi)o＞0,すなわちφo(Cj2)＜ら2の

成立が必要である。また第2段階で自国政府による厚生水準最大化の2階条件として仙＞0,す

なわちφl(Ca)＜ら2の成立が必要であった。　さらに外国政府の政策反応関数上では炳＞0,すなわ

ちφ3(Ca:2)＜ら2も必要である。最後に外国先導者均衡では第1段階での外国政府による厚生水準最

大化の2階条件としてD.i＞0,すなわちφ4fc2)＜ら2の成立が必要であった。以下ではそれらの関

連を考察して，φ4(Ci2)くCy2の成立が他の3条件の成立を保証することを示す。実際

[φi(Cxi)うo(Cx2)＝

および

(5が＋5bc,2＋2臨)＆

3(2b十Cx2)(6十丿

φ■ifea)－φI(G2)＝荒立才＞0

さらに

φi(Cx2)－φ2(C:c2)＝
2(が十bc^2 ＋2d2)か

3(2&十Cxz)(トトCx2)

＞0

＞0

（A. 1）

（A. 2）

（A. 3）

が成立するので，φﾉ(c^'i)＜φ.fc)となり，φA(Cxi)＜ら2の成立がφ,(C.2)くら2,ﾌﾟ＝o,1. 2の成立，す

なわちZ),＞0,ﾌﾟ=0, 1, 2を保証する。

　次に外国先導者均衡で外国生産量が正となる条件，すなわちゾ＞Oの条件は比較的単純で

　　　　＿　(r－ら)b
　　　dz一一　　　　　　＜Cx2
　　　　　　　　　a－Cy＼

である。また自国生産量が正となる条件，すなわちダ＞Oの条件は

　　　　　　　＿　{(2a－3c,,＋ら,)か十(3α－4cri十らl)C:t2}＆｡
　　　φバfcz)一一　　　　　　　3(a－c,,)(わ十Cx2)　　　　　<Cv2

となる。さらに

　　　　　　　　　　＿　{(c^i‾ら)＆＋(α‾ら)ら2}＆　　　　bD,／
φ.i(c.2)－φ衣亀2)一一　　　n／_　．へ／(_，＿へ　　　CS

／＿へ／J., ＿χ3(a一c.,)(&十C.2) ?:(a-c^i)(&＋c^2)

(A. 4）

（A．5）

（A. 6）

が成立する。これらより以下のことが明らかである。(1 )Cjj,φズfca),φi(Cx2)は，第1図のように

Cx2－ら2平面上の1点Q ＝(-, －)で交わる。(2)c^'2＜(へ2すなわちゾ＞Oのとき，φi(Cxl)＜φ衣亀i)

＜0，逆に形式的にはC>x2＞λ2すなわちダ＜Oのとき，φ4(G2)＞φバC.2)であるが，ダくOであるの

で除外する。　よってが＞0,ダ＞Oを満たす領域では仙＞Oも成立する。　以上を第1図を用いて繰

り返し表すなら，外国生産量が正のためには直線ダ＝0の右側の領域に位置し，かつ自国生産量

が正となる領域は曲線%'■'= 0の右・上の領域である。よって両者の共通部分では, 仙＞0も成立し

ているのである。
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S2

第1図　解の存在領域

'=x2

N0.10

A. 2　輸出補助金の条件

　両国企業数が共に1の場合（複占の場合）で，自国が生産補助金と関税で対応するときには，外

国の政策水準の符号は，外国輸出介入政策が自国の総保護水準へ与える影響の方向（符号）に依存

する。／＝0となるようなら2をCr2で表示する。すなわち次のφ。Cxt）である。

　　φ。（Cx2）＝;ｸこし　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（A．7）

第2図においてこの曲線より上の部分は輸出課税，下の部分は輸出補助金となる。よって第2図の

ように存在条件の制約の下で，輸出補助金となる領域が存在する。すなわち両企業の限界費用が逓

減する部分, 1企業の限界費用が逓減し他の企業のそれが逓増する部分（特に1企業のそれが一定の

場合を含む）からなる。また両企業の限界費用が一定なら原点に対応し輸出補助金はゼロとなる。

さらに両国企業の限界費用が共に逓増する場合には輸出課税となる。
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　　　　　　　　　　　　"y2

第2図　補助金成立の領域
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